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背  景 
 リチウムイオン電池を用いた電力供給安定化は、再生可能エネルギーの大量導入に対

応する方策のひとつとして期待されている。しかし、リチウムイオン電池は有機系の可

燃性溶媒を有し、大規模化により消防法の規制対象となる場合がある。リチウムイオン

電池の安全性の検証は不可欠だが、これまでの評価法は発火・発煙の有無等の現象論的

な評価が主流であり、定量的な比較が必ずしも十分ではなかった。 

目  的 
 リチウムイオン電池の過酷条件での挙動を圧力容器内で評価可能な試験装置（強制破

壊試験装置）を用い、容量・材料の異なる各種リチウムイオン電池を過充電、または内

部短絡模擬試験を行う。これにより、強制的に熱暴走させた際の反応状況を、圧力変化

から比較・検証する手法を開発し、正極、電解質材料の違いによる電池の安定性の違い

を評価する。 

主な成果 
1. 強制破壊試験装置を用いた評価手法の開発 

 本装置（図 1）は、過充電、および内部短絡等のイベント時の電池から発生するガス

量を圧力容器内で圧力変化として捉えることを特徴とする装置であり（図 2）、圧力（ΔPe）

を指標とすることにより、従来の視覚的な判断や、電池表面温度解析（ΔT）と比べて再

現性の高い評価が可能となった（図 3）。また、各種リチウムイオン電池に適用して、電

極材料種によるガス発生挙動の違いを評価できることを確認した。 

2. 正極材料、容量の異なるリチウムイオン電池の安定性評価 

 リチウムイオン電池は、その用途・設計により電池容量が多岐にわたり、横並びの評

価に課題があった。電池の安定性の指標は、正極活物質当たりの電解液酸化反応量で比

較できると仮定し、内部短絡模擬試験時の最大圧力、ガス発生速度、ガス発生量につい

て、電池容量で規格化して定量的に比較した。正極、電池容量の異なる各種リチウムイ

オン電池を本手法に適用した結果、イベント前後で雰囲気温度の変化が少ない本条件で

は、ΔPe を指標として正極材料の違いによる電池安定性の相対比較が可能であることを

示した（図 4）。 

3. 電解質固体化による安全性の向上 

 同一の正極、負極材料を用い、電解質に従来の可燃性溶媒を用いた電池と、当所で検

討している高分子固体電解質に代替した全固体型リチウムイオン電池を試作し、特性を

比較したところ、内部短絡模擬試験時の電池からのガス発生に伴う圧力変化が 1/10 以下

に抑制され、電解質の固体化が安定性の改善に寄与することを確認した（図 4）。 

電 気 利 用



LFP：鉄系正極(LiFePO4) 

LCO：コバルト系正極(LiCoO2) 

NMC：三元系正極(LiNi1/3Mn1/3Co1/3O2) 

Gr：グラファイト系負極(Graphite) 

Liquid：有機電解液 

SPE：高分子固体電解質 

今後の展開 

 容量低下した電池に本試験法を適用し、電池劣化が安全性に及ぼす影響について、未

劣化電池と比較を行う。また、全固体型電池の高容量化に伴う安全性検証を逐次行い、

高安全電池設計に反映させる。 
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問い合わせ先 
 

 電力中央研究所 材料科学研究所 研究管理担当スタッフ 
 Tel. 046-856-2121(代) E-mail : msrl-rr-ml@criepi.denken.or.jp 

図 2 イベント（過充電、あるいは内部短絡）
時に測定される圧力変化(ΔPe)および
電池表面温度変化(ΔT)のイメージ 

図 1 設計した強制破壊試験装置概要 

図 3 過充電試験における圧力変化(a)と
温度変化(b)の試験再現性比較結果

図4 各種リチウムイオン電池の120%充電状態の内部短絡模擬試験時、単位容量あたりの最大圧力差(ΔPe)
いずれの電池でもイベント後の雰囲気温度が速やかに室温付近に戻ったため、本試験結果では、圧力変
化と発生ガス量とは概ね相関し、圧力変化を指標にして相対比較が可能であることを確認した。 
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